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総括・分担研究報告書 

 
父親の健康や生活の実態、父親支援の必要性を周知する取り組み 

 
研究分担者 竹原 健二（国立成育医療研究センター研究所政策科学研究部・部長） 

           
研究要旨  
背景：父親支援事業や取り組みを日本国内に広く展開するためには、対象者のニーズや介入プログ

ラムの内容やそのポイントなどのエビデンスについて、現時点で分かっていることや課題となる点

などを周知することが重要である。そこで、本研究では、研究班の活動を通じておこなわれてきた

議論や、得られたエビデンスについて周知することを目的に、①学会でのシンポジウム、および②

年度末の研究班主催のシンポジウムを実施した。 
結果：①学会でのシンポジウムは 2022 年 10 月に日本公衆衛生学会（山梨）にておこなった。研究

班から 3 名の演者が登壇し、二次データ解析による父親支援に関するエビデンス、自治体における

父親支援事業の実施状況、父親支援事業を実施するうえでのポイントなどについて研究班の成果を

報告した。②研究班主催のシンポジウムは 2023 年 2 月にオンライン配信により実施した。シンポ

ジウムでは 4 つの講演と 2 つのパネルディスカッションをおこなった。 
考察：父親支援は母子保健や成育医療の枠に留まらず、広く知られ、その考えが社会に浸透してい

くことが望まれる。そのためにも、学術的な発信だけでなく、多くの人々に 3 年間の研究班の活動

を通じて得られた知見を発信・共有していくことが重要である。 
 
Ａ．研究目的 
父親のメンタルヘルスの不調に関する実態や

そのリスク因子の把握については、欧米が先行し

て様々なエビデンスが提示されてきた。近年は本

研究班の成果も含め、日本の父親に関するエビデ

ンスも徐々に増えてきた。しかし、こうしたエビ

デンスはだれに届けるべきかを考えると、必ずし

も保健医療従事者などの専門家だけでなく、父親

やそのパートナー、家族、若者など幅広く知らせ

ることに意義があるように思われる。そこで、本

研究班では、3 年間の取り組みの成果を最終年次

に広く共有・公開することを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
本研究班で得られた知見や研究班の活動を通

じて班員で議論したことなどを中心に、行政担当

者などが集まる学会でのシンポジウムやオンラ

インによるシンポジウムの配信をおこなった。学

会でのシンポジウムは 2022 年 10 月に山梨で開

催された日本公衆衛生学会でおこなうこととし

た。日本公衆衛生学会は、母子保健・親子保健に

関心のある研究者に加え、自治体の母子保健・子

育て支援担当者や民間の支援者も多く集まる大

きな学会である。 
研究班主催のシンポジウムは、より幅広い参加

者を募るために、オンラインで配信する形とした。

2023 年 2 月に撮影・配信をおこなった。講師・

シンポジストは全員、配信場所に集まり、撮影・

配信は業者委託により実施された。本研究班の成

果として得られたエビデンスのひとつひとつに

ついて、研究方法や解析結果を紹介すると時間的

な効率がよくないため、事前に「シンポジウム事

前公開資料」として、必要な資料はホームページ

上で公開し 1)、シンポジウム内では研究方法や結

果の細部などには触れずに議論を進められるよ

う配慮した。 
 
３．倫理的配慮 
 本研究は研究班で得られた成果の公表に関す

る取り組みであり、倫理的配慮が特別に必要な事
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柄ではない。また、個々の成果を作成する段階に

おいて、必要な倫理的配慮は講じた。 
 
Ｃ．研究結果    
１．学会でのシンポジウム 
 2022 年 10 月に山梨で開催された、日本公衆衛

生学会にてシンポジウムを開催した。研究班から

3 名の演者が登壇し、二次データ解析による父親

支援に関するエビデンス、自治体における父親支

援事業の実施状況、父親支援事業を実施するうえ

でのポイントなどについて研究班の成果を報告

した。150 人程度を収容できる会場で、立ち見が

出るほど多くの参加者が集まった。シンポジウム

後半では参加者の方々から多くの質問・コメント

が出て、ディスカッションは盛況に終わった。 
 

２．研究班主催のシンポジウム 
 2023 年 2 月にオンラインにて配信されたシン

ポジウムは、「講演①：父親支援の意義やそのニ

ーズについて」、「講演②：父親支援の場から」、

「講演③：父親支援を行う際のポイント」、「講演

④：四日市市の父親の子育て支援事業について」

という 4 つの講演と、講演の講師と研究班のメン

バーによる２つのパネルディスカッションをお

こなった。シンポジウムへの申込者は 300 人、当

日の参加者は 227 人であった。パネルディスカッ

ションでは、「そもそも、父親支援は何のために

必要なのか」というテーマと「実際に父親支援を

おこなう際のポイント」などで議論を深めた。 
 
Ｄ．考察 
 父親支援について、学会のシンポジウムや 2 時

間半のオンラインシンポジウムにおいて充実し

た内容を紹介・発信できた。言い換えると、3 年

間の研究班の活動を通じて、それに資するだけの

エビデンスやデータを収集することができたと

いうことでもある。成育基本法の基本方針に「父

親の孤立」が課題として挙げられ、社会的にも関

心が高まっている課題について、その意義・必要

性について最低限のエビデンスは提示できるよ

うになったと考えられる。一方で、自治体等で父

親支援をどのように実施していくか、ということ

については、まだ大きな障壁がある。今後は、父

親支援をいかに実施し、それを展開していくか、

という社会実装に資する調査・研究が求められて

いる。 
 
Ｅ．結論    
 研究班の3年間の成果を、2つのシンポジウムに

て広く公開・発信することができた。また、参加

者も多く、非常に関心の高い話題・課題になって

いることがあらためて示された。 
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